







































































































































































































































































































































































































































項目 都道府県 市町村 合計
現年災 10,499 11,836 22,355
森林災害復旧事業（現年災） 282 － 282
連年災 1,187 4,889 6,076
災害特例債 － 142 142
大火災 － 1 1
公共施設火災 － 197 197
干・冷害 280 280 560
営農資金 518 506 1,024
チリ地震 2 － 2
救急業務 － 489 489
高速道路救急 － 3,569 3,569
消防防災無線 － 476 476
防災集団移転 － 129 129
消防賞じゅつ金等 － 31 31
渇水対策 － 314 314
除排雪 999 5,014 6,013
不発弾 2 9 11
特殊地下壕 － 23 23
消防操法大会 － 103 103
がけ地近接 189 196 385
湿じゅん道路 554 12,408 12,962
地すべり対策 2,589 － 2,589
活動火山 896 691 1,587
自然災害防止事業債 12,493 3,399 15,892


































































































































































期末 ･ 勤勉 ･ 期末特別手当の前年度３月 ･ 当該年度６月分の超過支給額（国の基準を上回るもの）
健康保険組合加入市町村における共済組合負担金









































































（注）1998 年度が突出しているのは、緊急経済対策に伴う 1998 年度第三次補正予算により特別交付税総額が 1,300 億円増額さ
　　 れたため。
（資料）総務省編『市町村別決算状況調』
図6　武蔵野市の特別交付税額・財政力指数の推移
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特別交付税算定における災害の位置付け
おわりに
　本稿の分析を通じて、災害に際して特別交
付税独自の重要な役割があることがわかっ
た。特別交付税の算定にあたり、とくに現年
災については国庫支出金や地方債、普通交付
税では賄いきれない部分をカバーするように
ルールが定められており、災害の発生した地
方公共団体にとって貴重な財源となってい
る。
　しかし、こうしたとくに現年災についての
重要性と、他の災害関連の算定項目の必要性
は別である。現年災害以外の項目について
は、特別交付税の算定として必要不可欠なも
のとは言い難いものも含まれている。なかに
は、除排雪や地震対策のように「経費が多額
であること」というように、具体的な算定方
法が省令によって明示されていないものもあ
り、とくに問題が大きい。現年災害について
も、地方債の元利償還費を算定するものがあ
り、その必要性を再検討すべきであろう。
　また、現行の特別交付税の規模の適切性に
ついても疑問が生じる。特別交付税の算定に
表4　市町村分の特定項目一覧（2008年度）
12月分
本則
地方財政再建促進特別措置法を準用して財政再建を行う市町村における一時借入金に係る支払利子があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
大火災があったこと
公共施設火災があったこと
市町村合併を行ったことによる特別の財政需要があること
合併市町村の一体性の速やかな確立を図るために要する経費があること
「頑張る地方応援プログラム」に係るプロジェクトの取組に要する経費があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要があること
災害等廃棄物処理事業に要する経費があること
附則 阪神・淡路災害公営住宅等特別家賃低減対策事業に要する経費があること
３月分
本則
地方財政再建促進特別措置法を準用して財政再建を行う市町村における一時借入金に係る支払利子があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
大火災があったこと
公共施設火災があったこと
不発弾等の処理に要する経費があること
渇水対策に要する経費があること
被災地域の応援等に要する経費があること
鉱害対策に要する経費があること
不法に処分された産業廃棄物に係る原状回復に要する経費があること
高病原性鳥インフルエンザ対策に要する経費があること
被災水産業者対策に要する経費があること
災害による財政需要の増加又は財政収入の減少があること
干害、冷害、凍霜害、ひょう害等による特別の財政需要があること
災害等廃棄物処理事業に要する経費があること
活動火山対策に要する経費があること
除排雪に要する経費が多額であることを考慮して定める額 ※
附則
水俣病影響地域の再生・振興に資するため借り入れた地方債の元利償還金があること
指定都市が償還を免除した災害援護資金の償還未済額があること
緊急・臨時的に実施する離職者等の雇用や居住の確保のための事業に要する経費があること
算定額の著しい変動を緩和するために必要な額として総務大臣が算定した額 ※
経済情勢の著しい変化に伴う財政需要の増加や財政収入の減少を考慮して定める額 ※
（注）１．特定項目とは、財源超過額などの減額項目から控除されないもののこと。
　　 2．本則は項目名と別に算式が示されている（算定方法不明示の項目には※を付記:附則も同じ）。また、本則の事項文は
　　 　　省令通りだが、附則（2008年度に限りと明記）は算式が別ではないため、筆者がまとめている。
（資料）「特別交付税に関する省令（第65次改正）」
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浅羽　隆史
は災害関連以外まったく不要という訳ではな
いものの、災害関連が特別交付税のなかでと
くに重要であるということは間違いないだろ
う。こうした認識は、政府による特別交付税
の交付に関する記者発表資料のなかで、恒常
的に算定項目の例示の第一番目に災害関連を
もってきていることからも伺える。しかし、
その災害関連では、もっとも多額だった2004
年度ですら特別交付税総額の１割に満たない
規模であった。1986年度の例で、防災関連（現
在は特別交付税で算定されていない項目を含
む）を加えても対特別交付税総額比は１割強
にとどまっていた。他の算定項目に関する分
析や特別交付税が全体として実際に果たして
いる役割を踏まえたうえでの分析は稿を改め
るが、特別交付税総額9,245億円（2008年度）、
そして地方交付税総額の6％という割合は、
大きすぎるという印象を拭うことができな
い。少なくとも、現行の特別交付税の規模は、
災害関連によって説明できるものではないこ
とは明らかである。
　市町村分について、災害関連を特定項目と
して、普通交付税の不交付団体にも特別交付
税が交付されるような方式になっていること
には、一定の意義があると考えられる。とく
に年度後半に至っての災害発生への対応は、
いかに財政力の強い市町村であっても、財源
面で多くの困難に直面すると想定できる。そ
のため、現年災を特定項目とすることに関し
ては、特別交付税の存在理由そのものに該当
する措置であり、現行通りの算定方法が望ま
しいであろう。しかし、それは特定項目のす
べてが望ましいものになっているということ
を意味するものではない。先に見た通り、特
定項目には「頑張る地方応援プログラム」や
合併関連の項目なども含まれている。2008年
度を例にとれば、特別交付税は全市町村に交
付され、財政力指数１以上の団体に交付され
た特別交付税の総額が324億円となり、総額
の4％を占める。やはり現年災を除いた項目
について、その必要性を吟味する必要がある
だろう。とくに、「経済情勢の著しい変化に
伴う財政需要の増加や財政収入の減少を考慮
して定める額」など算定方法を明示していな
い特定項目の存在は、決して望ましいもので
はない（表4）。普通交付税の不交付団体に
とって、交付される特別交付税の歳入に占め
る比率はかなり小さいケースがほとんどであ
る。先に例として見た武蔵野市の場合、2008
年度で0.05％にすぎない。しかし、予算に特
別交付税を計上しているうえ、年度末に交付
されるため貴重な財源となる13）。
　一方、都道府県分には、市町村分のような
特定項目の制度はない。しかし、普通交付税
の不交付団体の都道府県であっても、年度の
後半に大規模な災害が発生した場合には、財
源の困難さに直面するはずである。特別交付
税の役割から鑑みて、現年災のみについて
は、市町村同様に減額項目の控除対象から外
すべきではないだろうか。
注
１）地方交付税法第15条第１項は、次の通りである。「特
別交付税は、第11条に規定する基準財政需要額の算定
方法によっては補そくされなかった特別の財政需要が
あること、第14条の規定によって算定された基準財政
収入額のうちに著しく過大に算定された財政収入があ
ること、交付税の額の算定期日後に生じた災害（その
復旧に要する費用が国の負担によるものを除く。）等
のため特別の財政需要があり、又は財政収入の減少が
あることその他特別の事情があることにより、基準財
政需要額又は基準財政収入額の算定方法の画一性のた
め生ずる基準財政需要額の算定過大又は基準財政収入
額の算定過少を考慮しても、なお、普通交付税の額が
財政需要に比して過少であると認められる地方団体に
対して、総務省令で定めるところにより、当該事情を
考慮して交付する。」
2）年度によって、特別交付税の算定の種類が異なる場合
がある。文中のものは2008年度のものだが、概ねいず
れの年度でもこのような構成である。ただし、阪神・
淡路大震災の時のように別途定められることもある。
３）このほか、災害対策には「過年災」という区分もある
が、「過年災」に地方債の発行や普通交付税措置はあ
るものの、特別交付税の算定にはない。
4）厳密には、現年災も現年災害に含まれるものである。
− 119 −
特別交付税算定における災害の位置付け
5）地方財務協会編『地方財政』において、12月分と年度
分合計が毎年度それぞれ解説付きで、多くは総務省自
治財政局（旧自治省財政局）財政課の課長補佐によっ
て執筆されている。そのなかで、災害関連は何らかの
形で数値が公表されている。
6）たとえば、2004年度では現年災害（現年災、災害廃棄
物処理、災害応援）のみが公表されているのに対して、
2008年度では、現年災に加え連年災などの分（現年災
と連年災以外の算定項目は不明）が公表されている。
詳しくは、佐藤（2005）および神門（2009）を参照。
７）データの出所は佐藤（2005）。ここで、「平成6年度の
災害関係の算定額748億円を大きく上回り、過去最高
の算定額である」（167頁）と記述されているため、本
稿本文中で2004年度を最大、1994年度を2番目として
取り扱っている。
8）特別交付税の算定項目のなかで、「災害による財政需
要の増加又は財政収入の減少があること」は、当該年
度の12月31日までに発生した災害が対象となってい
る。そのため、通常であれば当該年度の１月１日以降
に発生した災害に対する特別交付税の算定は、翌年度
に実施される。しかし、1995年１月17日に発生した阪
神・淡路大震災の場合には、発生した当該年度に算定
された。
9）1986年度の東京都および後述の川崎市の例は、自治省
財政局財政課（1987）による。「特別交付税に関する
省令」は、各年度2度程度改正されており、1986年度
は第17次および第18次改正のものにもとづいて算定さ
れているため、現行のものとは異なる部分がある。
10）頑張る地方応援プログラムは、日野町（鳥取県）を除
く全市町村が応募している。特別交付税では、一団体
当たり3000万（財政力による補正：財政力指数１以上
は0.5、0.8以上１未満は0.75を乗じ、0.8未満は補正
なし）を上限に措置される。上限設定があるため、小
規模町村ほど相対的に有利になる。
11）2008年度で特別交付税がもっとも少ない市町村は、六ヶ
所村（青森県）の842万円である（資料　総務省編『市
町村別決算状況調』）。
12）1986年度の川崎市の特定項目で最大のものは、３月分
の公害対策4,010万円であった。
13）2006年度から、「公債費負担対策」と「公害救済」を
段階的に特定項目から準特定項目へ移行している。こ
れは、災害の発生時などを除けば、結果として普通交
付税の不交付団体（市町村）への交付を少なくするこ
とにつながる。望ましい動きと評価できる。
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